
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

令和７年１月15日
国土交通省都市局

第３回 都市の個性の確立と質や価値の向上に関する懇談会
資料1

ウォーカブル政策の展開について



（令和６年）
【第１回】 テーマ：これまでの都市再生の成果・課題の整理 （11/22）

【第２回】 テーマ：地域資源を活かした都市の個性の確立のあり方（１）（12/10）
※まちの個性を形成する歴史的建造物、古いまちなみ等の保全・活用 等

（令和７年）
【第３回】 テーマ：地域資源を活かした都市の個性の確立のあり方（２）※本日

※ウォーカブル政策の成果・課題、今後の方向性 等

【第４回】 テーマ：質や価値の向上を実現する都市開発のあり方（１）
※都市再生プロジェクトの制度・事業手法 等

【第５回】 テーマ：質や価値の向上を実現する都市開発のあり方（２）
※先進事例を踏まえた今後の都市再生プロジェクトの方向性 等

【第６回】 テーマ：まちづくりを支える人材・財源確保のあり方
※これからのエリアマネジメント、ファイナンスのあり方 等

【第７回】 テーマ：懇談会とりまとめ（骨子）
※委員からのプレゼンを予定

【第８回】 テーマ：懇談会とりまとめ（４月を予定）

都市の個性の確立と質や価値の向上に関する懇談会（予定）
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１．ウォーカブル政策の展開



ウォーカブル政策に関する当初の議論

○ ウォーカブル政策の契機となった「都市の多様性とイノベーションの創出に関する懇談会」（令和元年６月中間とりまとめ）において、
これまでの都市再生政策の動向を踏まえて、今後のまちづくりの方向性として、「ウォーカブルな人中心の空間」への転換による、「居心
地が良く歩きたくなるまちなか」の実現が提言された。

コンパクト・プラス・ネットワークの進展
○平成26年の都市再生特措法改正に伴い、「立地適正化計画」制度が

導入。全国でコンパクト・プラス・ネットワーク形成の取組が展開。

→ 一方で、コンパクトシティ政策が都市経済・社会までも縮小させる政策と
誤った理解をされる場面も。都市機能を集積させるまちを、多くの人材の
出会い・交流により、経済・社会の価値を高める場にする必要。

都市再生プロジェクトの実現
○平成13年の都市再生本部の設置以降、民間主導の都市再生プロジェクト

が進展。

→ 一方で、都市間競争は加速し、2018年都市ランキングでは、1位ロンドン、
2位ニューヨークとの差は開き、4位パリやアジアのライバル都市の追い上げ。 
さらに、都市の魅力・磁力・国際競争力を磨く必要。

○ コンパクト・プラス・ネットワーク等の都市再生の取組をさらに進化させ、官民のパブリック空間（街路、公園、広場、民間空地等）を
ウォーカブルな人中心の空間へ転換・先導し、民間投資と共鳴しながら「居心地が良く歩きたくなるまちなか」を形成
○ これにより、多様な人々の出会い・交流を通じたイノベーションの創出や人間中心の豊かな生活を実現し、まちの魅力・磁力・国際競
争力の向上が内外の多様な人材、関係人口を更に惹きつける好循環が確立された都市を構築

【懇談会当時（令和元年）の背景・方向性】

「都市の多様性とイノベーションの創出に関する懇談会」提言（令和元年６月）より作成 4



(１)生産年齢人口の減少
・生産年齢人口の減少・少子高齢
化は全ての都市共通の課題

・人口減少は消費の縮小、生産年齢
人口の減少は人手・雇用の不足や社
会活力の低下を呼ぶおそれ

・安定した経済成長・拡大を図るた
めには、生産性の向上が必須

・将来的な移住にもつながる関係人
口の創出・拡大も重要に

(７)「対面」と「偶然の出会い」(６)「多様性」と「新結合」 (９)「居心地」と「つながり」 (10)「新技術」と「新制度」
・IT等により、世界中のモノ、情報
の入手が容易となり、まちの役割を
侵食
・一方、対面でしか得られない「アイ
ディア」「暗黙知」「信頼関係」「偶
然の出会い」などの価値の高まり

(３)都市間競争の加速
・人材・企業は、局所的に集積(ｽ
ﾊﾟｲｷｰ化)し、都市化とｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化
等でこの傾向は加速

・ｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの推進、ｴｺｼｽﾃﾑの
形成が重要に

・都市間競争は加速し、人材、ｽﾀｰ
ﾄｱｯﾌﾟ環境や文化交流などのほか、
居心地の良さ、かっこよさ、本物感な
ど高いﾚﾍﾞﾙの磁力が必要

(４)働き手・働き方の多様化
・女性や高齢者等の就業が拡大

・働き方改革やWLB重視傾向から、
ﾃﾚﾜｰｸ､ﾌﾘｰﾗﾝｽ等働き方が多様化、
ﾜｰｸﾌﾟﾚｲｽにもｼｪｱｵﾌｨｽやｺﾜｰｷﾝｸﾞｽ
ﾍﾟｰｽなど変化

・ライフスタイルの多様化、ユニバーサ
ルデザインなどまちに求められる機能
も変化

(２)知識集約型経済の拡大
・大企業をはじめ企業やﾋﾞｼﾞﾈｽのあり
方もｵｰﾌﾟﾝｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ、ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟとの
連携・拡大、ｴｺｼｽﾃﾑの形成など変化

・第２次産業から第３次産業へと転
換し、「クリエイティブ人材」も増加

・「モノ」消費から、体験・経験など「コ
ト」消費指向に(インバウンドも)

・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝは異なる組合せによる
「新結合」により生まれる
・均質な者同士での交流では組合
わせに限界。これまでと異なる多様
な人材等の組合せが重要

・未来が不確実な中、人々を行動
に駆り立てるのは「共感」や「達成
感」
・完成形を求めず、常に楽しみなが
ら「育成」、「アップデート」していく漸
進的なマネジメントが有効

・個々人の身体、精神のみならず、
社会的にも満たされた状態こそが
幸せと健康の鍵
・あらゆる人にとって居心地の良い
場、サードプレイス、ゆるやかなつな
がりが重要

・新技術を社会課題解決に活用し、
ハピネスの実現に寄与するSociety 
5.0を実現する時代
・脱均質、個性や予測不能なチャ
レンジを後押しできる制度が必要

１．都市経済・社会をめぐる「10の潮流」
(５)ソーシャルキャピタルの低下
・世帯数が減少し、単身世帯や高齢
者世帯が増加

・町会・自治会等の加入率は減少
傾向、新たなつながりが必要

  

・日本は社会的つながり(ｿｰｼｬﾙｷｬﾋﾟ
ﾀﾙ)が弱いとの指摘

  

・個人の幸福、QOL、持続可能な社
会（SDGs）等も重要

(８)「共感」と「育成」

（出典）森記念財団「世界の都市総合力ランキング２０１8 」を基に国土交通省都市局作成

世界の都市総合力ランキング2018一人当たり名目GDPの推移

３位

26位

USドル

（出典）IMF「世界の名目GDP国別ランキング・推移」に基づき国土交通省都市局作成 （出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）」
に基づき国土交通省都市局作成

単身世帯・高齢者世帯割合の推移

39%

44%

女性・高齢者（65~69歳）の就業率

（出典）総務省「労働力調査」に基づき国土交通省都市局作成
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（出典）QUOD提供データに基づき国土交通省都市局作成

日本の産業別従業員数

一次産業

二次産業

三次産業

クリエイティブ産業

5%

17%

※クリエイティブ産業は三次産業の一部

我が国の高齢化率：
26.6％（2015）→ 35.3％（2040）

若年層（20～39歳）の増加率：
-16.5％（2015 → 2030）

日本の１人当たり名目GDP：
世界3位（1994）→ 26位（2018）

VC等によるベンチャー投資額：
5年で2.7倍（2012 → 2017）

日本における知識集約型産業の労働人口割合：
5%（1966）→ 17%（2016）

娯楽ｻｰﾋﾞｽに支出した訪日外国人率:
21.5%（2012）→ 40.9%（2018）

世界における都市人口：
55％（2018）→ 68％（2050）

（※メガ33都市に１/８が居住）

世界の都市総合ランキング(2018):
東京 第3位（ＮＹ，ロンドン）

アジア諸都市の追い上げ

女性、高齢者就業率：50％、44％（2017）

コワーキングスペース：
新規床面積 約８倍（2013 → 2018）

フリーランスの経済規模：
14兆円（2015）→ 20.1兆円（2018）

共働き世帯（2017）：1千万世帯に

単身世帯、高齢世帯の割合：4割超へ（2040）

東京都の自治会参加率：
61%（2003）→ 54%（2013）

日本のソーシャルキャピタル：
149か国中99位（2018）

日本の社会的孤立：
OECD20か国中1位（1999～2002）

【参考】 「都市の多様性とイノベーションの創出に関する懇談会」中間とりまとめ 概要①
「居心地が良く歩きたくなるまちなか」からはじまる都市の再生

～都市におけるイノベーションの創出と人間中心の豊かな生活の実現～
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２．今後のまちづくりの方向性と「10の構成要素」
○ 今後のまちづくりにおいては、コンパクト・プラス・ネットワーク等の都市再生の取組をさらに進化させ、官民のパブリック空間を
ウォーカブルな人中心の空間へ転換し、民間投資と共鳴しながら「居心地が良く歩きたくなるまちなか」を形成する必要。
○ これにより、多様な人々の出会い・交流を通じたイノベーションの創出や人間中心の豊かな生活を実現し、まちの魅力・磁力・
国際競争力の向上が内外の多様な人材、関係人口を更に惹きつける好循環が確立された都市の構築を図るべき。

※地域特性に応じた取組を、歩ける範囲のエリアで集中的あるいは段階的に推進
※人口規模の大小等を問わず、その特性に応じた手法で実施可能

【参考】 「都市の多様性とイノベーションの創出に関する懇談会」中間とりまとめ 概要②

「居心地が良く歩きたくなるまちなか」からはじまる都市の再生
～都市におけるイノベーションの創出と人間中心の豊かな生活の実現～
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「居心地が良く歩きたくなるまちなか」形成のイメージ例

【参考】 「都市の多様性とイノベーションの創出に関する懇談会」中間とりまとめ 概要③

居心地が良い、人中心の空間を創ると、
まちに出かけたくなる、歩きたくなる。Walkable 歩きたくなる

歩行者目線の１階部分等に店舗やラボがあり、
ガラス張りで中が見えると、人は歩いて楽しくなる。Eye level まちに開かれた１階

多様な人々の多様な交流は、
空間の多様な用途、使い方の共存から生まれる。Diversity

多様な人の多様な用途、使い方

歩道や公園に、芝生やカフェ、椅子があると、
そこに居たくなる、留まりたくなる。Open 開かれた空間が心地良い

都市構造の改変等

道路を占用した夜間オープンカフェ
（福岡県北九州市）

1階をガラス張りの店舗にリノベーションし、
アクティビティを可視化
民間敷地の一部を広場化（宮崎県日南市）

駅前のトランジットモール化と広場創出(兵庫県姫路市)

２つの開発の調整により
一体整備された神社と森(東京都中央区)

公園を芝生や民間カフェ設置で再生（東京都豊島区）

○都市構造の改変（通過交通をまちなか外
へ誘導するための外周街路整備等）
○都市機能や居住機能の戦略的誘導と

地域公共交通ネットワークの形成
○拠点と周辺エリアの有機的連携

○データ基盤の整備（人流・交通流、都市
活動等に係るデータプラットフォームの構築等）等

居心地が良く歩きたくなるまちなか

「居心地が良く歩きたくなるまちなか」からはじまる都市の再生
～都市におけるイノベーションの創出と人間中心の豊かな生活の実現～

※地域特性に応じた取組を、歩ける範囲のエリアで集中的あるいは段階的に推進
※人口規模の大小等を問わず、その特性に応じた手法で実施可能
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(９)芝生のチカラの活用
①スタートアップのオフィスや住居としての活用推進
②リノベーションや小規模な建替え、コンテンツの創出等も含めた市街地整備の推進
③事業完了前の暫定利用による都市の価値の維持・事業採算の改善等
④事業完了後のエリアマネジメントまで見据えた取組の推進
⑤広域的な公共貢献の評価等による拠点的なエリアの都市環境の改善
⑥権利関係が複雑なオフィスビル等の建替えの円滑化 等

①国際競争力やエリア価値向上に資する都市再生事業の推進
②スマートシティの全国展開
③個性ある都市再生事業の推進方策の検討
④ 「昭和遺産（仮称）」の保全・活用
⑤鉄道沿線ごとの特徴を活かした魅力ある都市再生の推進 等

①ストリート・デザイン・ガイドラインの作成
②日本版ウォーカビリティ・インデックス（仮称）の開発

等

①多様な資産調達手法の活用促進
②地産地消のまちづくり活動を支える仕組み
③公共空間の運営等に係る金融支援の検討
④公共公益施設の再編等を通じたまちづくりに対する金融支援の推進 等

①全国的中間支援団体と国土交通省等との協力深化 ②まちづくり関係者と国土交通省との政策対話の開始 ③URの知見・能力の活用 等(７)全国ネットワークの形成
(10)ウォーカブル・シティの形成

(４)オンリーワン都市再生の推進

①まちなかの「芝生地の造成・管理」に関する懇談会
(仮称)の設置
②市民緑地認定制度やSEGES（緑の認定制度）
の活用促進
③バイオフィリックデザインの導入の促進検討 等

(８)老朽化・陳腐化した市街地再生の検討

(６)多様な資金の循環の促進

３．「まちなかウォーカブル推進プログラム（仮称）」～国による「10の施策」～

●市町村や民間事業者等による取組を国が支援

①オープンイノベーション、イノベーション・エコシステム形成の推進
②都市・産業が連携したビジネス環境の整備の推進
③小さなチャレンジ型まちづくり活動の推進
④生産性が高まるオフィス環境の整備促進
⑤テレワークの推進 等

(１)人中心のまちなかへの修復・改変（リノベーション）
①まちなか修復・改変事業の一括的推進
②居心地の良さに着目した公共空間のデザインの工夫
③街路空間を人々が滞在・交流できる場に転換
④「かわ」と「まち」が融合した良好な空間形成
⑤低層部の充実に向けた地区計画やデザインガイドラインの活用促進
⑥民間パブリック空間の更新事業を促進する方策の検討
⑦昼も夜も歩きたくなる夜間景観の創出
⑧何か所も立ち寄りやすい公共交通の推進 等

①“ミクストユース空間”の拡大方策の検討
②民間空地等の利活用促進
③公園緑地の利活用によるまちなか活性化方策の検討
④多様化する利活用を促進する包括許可等の推進
⑤ワンストップ窓口の設置促進
⑥特例制度等の周知徹底 等

(２)まちなか空間の多様な利活用の促進

①ゆるやかな官民プラットフォームの形成・充実
②エリアマネジメント団体等都市再生推進法人の機能強化
③防災、環境・エネルギーへの取組強化
④エリア・データプラットフォーム構築の推進
⑤データ収集に必要な機器、設備等の設置促進
⑥まちづくり人材の育成 等

(５)官民プラットフォーム等の育成・充実

(３)オープンイノベーション、イノベーション・エコシステムの形成

●上記のほか、国自ら以下の取組を継続して展開し、官民の多様な主体による取組を更に推進
連携

検
討
の
深
化

仕
組
み
の
構
築
等
を
支
援

空
間
の
形
成
等
を
支
援

【参考】 「都市の多様性とイノベーションの創出に関する懇談会」中間とりまとめ 概要④
「居心地が良く歩きたくなるまちなか」からはじまる都市の再生

～都市におけるイノベーションの創出と人間中心の豊かな生活の実現～
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なぜ、人中心の「まちなか」づくりが必要なのか？
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○ 懇談会での提言を踏まえて、滞在快適性等向上区域に関する制度を創設するとともに、法律・予算・金融・税制等のパッケージで、
居心地が良く歩きたくなるまちなか創出を推進。

都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（R2・ウォーカブル関係）

・メインストリート
側の駐車場の
出入口の設置
を制限民官

街路等の公共空間の改変 オープンスペースの提供・利活用

民間
空地

広場

建物低層部
街路

公園

・民間事業者に
よる公園内の
カフェ・売店等
の設置を推進

・民地のオープンス
ペース化や建物
1階部分のガラス張
り化等を行う場合
に、固定資産税を
軽減

「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりのための取組
を法律・予算・税制等のパッケージにより支援

滞在快適性等向上区域

一体型滞在快適性等向上事業

・街路の広場化
等の歩行者滞
在空間の創出
を交付金等によ
り支援

予算支援

税制特例

・都市再生推進法人によるベンチの設置、
植栽等を低利貸付により支援

金融支援

法律による規制

法律による特例

・イベント実施時などに都市再生推進法人が
道路・公園の占用手続を一括して対応

法律による特例

滞在快適性等向上区域

市町村が都市再生整備計画に滞在快適性等向上区域を設定。
「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりのための取組を、法律・予算・金融・税制等のパッケージで支援。
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【参考】ウォーカブル推進都市一覧（令和６年１２月３１日時点）

11

〇３８３都市が”WEDO”＊の考え方に共鳴し、政策実施のパートナーとして、ともに具体的な取組を進めている。（令和６年１２月３１日時点）
〇１1９市区町村がウォーカブル区域（滞在快適性等向上区域）を設定。
＊Walkable（歩きたくなる）Eyelevel（まちに開かれた1階）Diversity（多様な人の多様な用途、使い方）Open（開かれた空間が心地よい）

令和６年１２月末までに、都市再生特別措置法に基づく滞在快適性等向上区域を設定した市区町村（既に都市再生整備計画の期間が終了した市区町村を含む）：

合計 3８３都市

※神栖市(茨城県)、奈良市(奈良県) については、ウォーカブル推進都市ではないが、滞在快適性等向上区域を設定している。

湯沢市 足利市 鶴ヶ島市 大田区 三浦市 松本市 豊橋市 彦根市 阪南市 津和野町 多度津町 熊本市 高鍋町

札幌市 鹿角市 小山市 日高市 世田谷区 厚木市 上田市 岡崎市 長浜市 熊取町 岡山県 愛媛県 荒尾市 川南町

函館市 由利本荘市 那須塩原市 ふじみ野市 渋谷区 大和市 岡谷市 一宮市 草津市 兵庫県 岡山市 松山市 菊池市 都農町

旭川市 山形県 下野市 白岡市 中野区 新潟県 諏訪市 瀬戸市 守山市 神戸市 倉敷市 大洲市 南関町 高千穂町

室蘭市 山形県 上三川町 美里町 杉並区 新潟市 小諸市 半田市 東近江市 姫路市 高梁市 内子町 益城町 鹿児島県

釧路市 山形市 群馬県 上里町 豊島区 長岡市 茅野市 春日井市 愛荘町 尼崎市 広島県 高知県 あさぎり町 鹿児島市

千歳市 福島県 前橋市 宮代町 北区 三条市 佐久市 刈谷市 京都府 西宮市 広島市 高知市 大分県 指宿市

北広島市 福島県 館林市 杉戸町 荒川区 加茂市 岐阜県 豊田市 京都市 芦屋市 呉市 南国市 大分県 薩摩川内市

黒松内町 福島市 埼玉県 松伏町 練馬区 見附市 岐阜市 安城市 長岡京市 伊丹市 竹原市 四万十市 大分市 霧島市

栗山町 会津若松市 埼玉県 千葉県 足立区 上越市 大垣市 蒲郡市 八幡市 加古川市 三原市 福岡県 別府市 南さつま市

沼田町 郡山市 さいたま市 千葉市 八王子市 南魚沼市 高山市 犬山市 南丹市 西脇市 尾道市 北九州市 中津市 姶良市

東神楽町 白河市 熊谷市 木更津市 武蔵野市 富山県 関市 新城市 久御山町 加西市 福山市 福岡市 日田市 中種子町

上士幌町 須賀川市 川口市 松戸市 三鷹市 富山市 美濃加茂市 東海市 大阪府 新温泉町 府中市 久留米市 佐伯市 沖縄県

青森県 棚倉町 秩父市 野田市 府中市 高岡市 各務原市 大府市 大阪市 奈良県 東広島市 飯塚市 臼杵市 うるま市

青森市 茨城県 所沢市 習志野市 調布市 石川県 静岡県 知多市 堺市 大和郡山市 山口県 田川市 津久見市

弘前市 水戸市 飯能市 柏市 町田市 金沢市 静岡市 知立市 岸和田市 桜井市 下関市 柳川市 竹田市

八戸市 日立市 本庄市 市原市 東村山市 小松市 浜松市 尾張旭市 豊中市 生駒市 宇部市 春日市 豊後高田市

黒石市 土浦市 東松山市 流山市 国分寺市 加賀市 沼津市 三重県 池田市 宇陀市 山口市 大野城市 杵築市

五所川原市 石岡市 春日部市 八千代市 福生市 能美市 熱海市 三重県 吹田市 田原本町 防府市 古賀市 宇佐市

十和田市 下妻市 上尾市 酒々井町 狛江市 野々市市 三島市 津市 泉大津市 上牧町 長門市 うきは市 豊後大野市

むつ市 笠間市 草加市 白子町 武蔵村山市 福井県 島田市 四日市市 高槻市 王寺町 周南市 糸島市 由布市

岩手県 取手市 戸田市 長柄町 多摩市 福井市 富士市 伊勢市 貝塚市 和歌山県 徳島県 川崎町 国東市

盛岡市 つくば市 入間市 東京都 稲城市 敦賀市 焼津市 松阪市 枚方市 和歌山市 徳島市 佐賀県 日出町

花巻市 ひたちなか市 朝霞市 東京都 神奈川県 大野市 掛川市 桑名市 茨木市 鳥取県 阿南市 佐賀県 玖珠町

宮城県 常陸大宮市 志木市 千代田区 神奈川県 鯖江市 藤枝市 鈴鹿市 八尾市 鳥取市 美波町 佐賀市 宮崎県

仙台市 那珂市 和光市 中央区 横浜市 あわら市 袋井市 名張市 富田林市 米子市 香川県 武雄市 宮崎県

石巻市 小美玉市 久喜市 港区 川崎市 越前市 下田市 亀山市 河内長野市 倉吉市 高松市 基山町 宮崎市

塩竈市 茨城町 北本市 新宿区 相模原市 山梨県 湖西市 熊野市 羽曳野市 境港市 丸亀市 上峰町 日南市

柴田町 大洗町 三郷市 台東区 鎌倉市 甲府市 伊豆の国市 朝日町 門真市 島根県 坂出市 長崎県 小林市

秋田県 境町 蓮田市 墨田区 藤沢市 長野県 愛知県 明和町 高石市 松江市 善通寺市 長崎市 西都市

秋田市 栃木県 坂戸市 品川区 小田原市 長野県 愛知県 滋賀県 東大阪市 大田市 観音寺市 佐世保市 三股町

横手市 宇都宮市 幸手市 目黒区 逗子市 長野市 名古屋市 大津市 大阪狭山市 江津市 宇多津町 熊本県 綾町

北海道



道路占用許可特例(H23～) 公園占用許可特例(H28～)

公園施設設置管理協定制度
(都市公園リノベーション協定)(R2～)

オープンカフェ 広告板

〇都市再生整備計画の区域内において、道路
管理者が指定した区域に設けられるオープンカ
フェ、広告板等の占用許可基準を緩和する特
例制度。

〇都市再生整備計画の区域内において、都市公園でのサイクル
ポートや観光案内所等の占用許可基準を緩和する特例制度。

〇道路法に基づき、道路管理者が歩行者利便
増進道路を指定し、利便増進誘導区域を設
けることにより、オープンカフェや露店等の設置に
かかる占用許可基準を緩和する制度。

〇都市再生整備計画に基づき、公園管理者と民間事業者
等が協定（公園施設設置管理協定）を締結した場合、滞
在快適性等向上公園施設の設置等について、都市公園法
の特例を付与。

歩行者利便増進道路（ほこみち） (R2～)

「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりに資する法制度

駐車場法の特例(R2～)

○滞在快適性等向上区域において、
①路外駐車場配置等基準、②駐車場出入口制限道路、③集約駐車施設の位置・規模 を定めることにより、
①路外駐車場の配置の適正化、②にぎわいの中心となる道路への出入口設置制限、③附置義務駐車施設の集約化等を図ることが可能。

公募設置管理制度 (ParkｰPFI) (H29～)

〇公募により民間事業者を選定し、公募対象公園施設から得ら
れる収益を公園整備に還元することを条件に、事業者に都市
公園法の特例を付与。

河川敷地占用許可準則の特例(H23～)

〇河川敷地をにぎわいのある水辺空間として
積極的に活用したいという要望の高まりを受
け、一定の要件を満たす場合、営業活動を
行う事業者等による河川敷地の利用を可
能に。

制度活用イメージ

河川敷地占用許可準則改正(H28～)

〇民間事業者等が安定的な営業活動を行え
るよう、準則を改正し、民間事業者等による
占用許可期間を緩和

制度活用イメージ

滞在快適性等向上区域

滞在快適性等向上区域

○ 道路・公園等における占用許可の特例を通じて、道路上や公園内でのオープンカフェの設置等、より柔軟な空間活用が可能に。
○ 路外駐車場についても、市町村による条例の制定により駐車場配置のマネジメントが可能に。
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①エリアプラットフォームの構築

⑤交流拠点等整備

エリアプラットフォーム活動支援事業

活動初期（組織立上げ・将来像の共有・社会実験） 具体化 活動継続・施設運営

沿道施設の１階部分の開放・ガラス張り化社会実験やデザインコーディネート

街路の再構築、広場化・芝生化

都市再生整備
計画区域

④社会実験・データ活用③シティプロモーション・情報発信

②未来ビジョン等の策定

官民連携まちなか再生推進事業

まちなかウォーカブル推進事業

◆再整備前

滞在交流スペースの整備歩行空間の植栽・ベンチの設置

まちなか公共空間等活用支援事業

ウォーカブル推進税制

滞在快適性等向上区域に対する措置

〇 官民の様々な人材が集積するエリアプラットフォームの構築や未来ビジョン
の策定、ビジョンを実現するための自立・自走型システムの構築に向けた取組
を総合的に支援。

〇 「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりを目的として市町村・民間事業者等が実施する公共空間の整備等
の取組を支援。

〇 市町村の取組と併せて実施される民地
のオープンスペース化等の取組を税の
軽減により支援。

〇 都市再生推進法人が、まちづくり活動
の一環としてベンチの設置等を実施する
際、民都機構が低利貸付により支援。

「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりに資する支援施策

エリア価値向上整備事業

既存ｽﾄｯｸを活用し官民連携でエリア価値向上の取組
13

○ ビジョン策定段階のプラットフォームの構築や、具体の街路整備等について、予算・税制を通じて支援。



【参考】まちなかウォーカブル推進事業の事業実施状況

○ 年度別の事業実施件数を交付期間の区域数で算出するとまちなかウォーカブル推進事業実施件数は年々増加傾向。
○ 滞在快適性等向上区域の面積は、50ha未満が75地区と最も多く、 次いで50ha以上～100ha未満が34地区（26.6％）、

100ha以上が19地区（14.8％）となっている。

【滞在快適性等向上区域の面積】n=128

【参考】ウォーカブル推進都市の推移

75

34

10

5

3

1

0 10 20 30 40 50 60 70 80

50ha未満

50ha以上～100ha未満

100ha以上～150ha未満

150ha以上～200ha未満

200ha以上～250ha未満

未定

（単位）市区町村

（単位）市区町村

【事業数別の事業実施件数】 n=134
※交付金のみ、補助金を除く
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【参考】まちなかウォーカブル推進事業の事業効果

○ 市区町村が採用している指標は、「歩行者等の通行量に関すること」が23.1％（111個）と最も多い。
○ 滞在快適性等向上区域内の滞留人口は、増加している地区が過半数(54.8％)である。

※まちなかウォーカブル推進事業の事業効果集計は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）流行時期のデータを含む。
また、まちなかウォーカブル推進事業の事業実施中のデータを含む。

計画開始年次からの変化率（滞留人口）
  n=84

※滞留人口とは、ある地点に滞留している人の合計値を指す。
※分析は、RESASの「流動人口メッシュ」より、計画開始年の４月と最新年（2023年）４月のデータを使用し算出している。

都市再生整備計画において目標として位置付けられている指標の分類
n=481

※１つの計画で指標を複数個設定している地区もあるため、割合は指標の総数で算出している。

（事例）なんば広場の歩行者空間化

整備前 整備後

出典：なんば広場改造計画HP、回遊性検討プロジェクトと社会実験「御堂筋チャレンジ2023」データの報告（ミナミエリア回遊性創出研究会）

なんば広場

なんば広場への来訪者数の変化（休日平均）

※エリア内におけるクレジットカード決済情報を集計

なんば広場エリアとの同日決済割合の変化

なんば広場オープン後
来訪者数・滞在時間が増加

なんば広場オープン後
広場周辺の消費行動が増加

15
※広場エリアで決済した人が、

同じ日に他のエリアでも決済した割合



「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりの支援施策【実施主体への支援】「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりを担う都市再生推進法人への支援

○ 都市再生推進法人制度により、優良な民間まちづくり団体を市町村が指定し、各種特例措置や予算支援等を通じて活動を支援。
○ また、都市利便増進協定制度により、地域住民等のエリアマネジメントの取組の持続性を担保。

都市利便増進協定(H23～)

〇都市再生整備計画の区域において、にぎわいや憩いを
創出するためのまちづくりのルールを地域住民が自主的に
定めるための協定。

★ 法に基づく指定を受けることにより、団体の信用度・認知度の向上及び公平性の担保
★ 指定された団体は、まちづくり活動のコーディネーターや推進主体としての役割を期待

都市再生推進法人

国・民都機構等

法人指定

地域の土地所有者（民間又は行政）

補助金
金融支援

民間まちづくり団体
株式会社、社団・財団法人、NPO法人 等

都市再生整備計画

及び 景観計画 の提案

市 町 村

市
町
村
都
市
再
生
協
議
会

協議会を組織
・参画可能

道路・公園の占用許可申請等
の経由・サポート等

イベント主催者・出店者等

公園管理者

都市公園リノベー
ション協定の締結

普通財産の活用

各種協定の締結

R２年度法改正による
主な追加事項

札幌大通まちづくり株式会社
複数の商店街を母体に設立。飲食・広告
事業者への歩道上のテラスの貸出や、駐
車場共通化事業・ビル管理共同化事業
等を実施し、収益を道路の維持管理等に
還元。

まちづくり福井株式会社
中心市街地活性化のため設立された第
三セクター。コミュニティバス運行、リノベー
ションスクール開催、指定管理事業等に
より、駅前の再開発とリンクしつつ、まちな
かの賑わいを創出。

（一社）荒井タウンマネジメント（仙台）
土地区画整理事業や復興事業と連動し
ながら、賃貸・施設管理・公園内スポーツ
施設運営等を通じた自立的な収益構造
を構築中。収益は賑わいづくりに還元。

都市再生推進法人 指定数の推移（累積）
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【参考】都市再生推進法人の指定 （全137団体・令和6年10月末時点）

※番号は指定順
※グレー文字は解散又は指定を取り消しされた団体

22. (一社)荒井タウンマネジメント
71. ㈱街づくりまんぼう
93．女川みらい創造(株)

7. まちづくり福井㈱
102.まちづくり武生㈱

15. (一社)グランフロント大阪TMO
53. アドバンス寝屋川マネジメント㈱
86. (一社)梅田1丁目エリアマネジメント
133.一般社団法人水間門前町コ・デザイン区
135. (一社)うめきたMMO

10. 牛久都市開発㈱
47. ㈱まちみとラボ
112.つくばまちなかデザイン株式会社

6. ㈱まちづくり川越
24. (一社)美園タウンマネジメント
27. (一社)ｱｰﾊﾞﾝﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾝﾀｰ大宮
44. 川口都市開発㈱
72. アコス㈱
73. NPO法人今様草加宿
76. ㈱まちづくり寄居
120.つなぐば家守舎株式会社

12. (一社)柏の葉ｱｰﾊﾞﾝﾃﾞｻﾞｲﾝｾﾝﾀｰ
13. (一財)柏市まちづくり公社
14. (一財)柏市みどりの基金
54. (一社)UDCKタウンマネジメント

8. (一社)大丸有まちづくり協議会
9. 秋葉原タウンマネジメント㈱
18. (一社)新宿副都心ｴﾘｱ環境改善委員会
19. (一社)有楽町駅周辺まちづくり協議会
20. (一社)日比谷エリアマネジメント
23. ㈱ジェイ・スピリット
28. (一社)新虎通りエリアマネジメント
42. (一社)渋谷駅前エリアマネジメント
48. (一社)竹芝エリアマネジメント
62. ㈱町田まちづくり公社
63. NPO法人大丸有エリアマネジメント協会
65. (一社)まちづくり府中
66. (一社)二子玉川エリアマネジメンツ
75. (一社)日本橋室町エリアマネジメント
81. (一社)武蔵野市開発公社
92 .(一社)日本橋浜町エリアマネジメント
99. (一社)小岩駅周辺地区エリアマネジメント
114.(一社)高輪ゲートウェイエリアマネジメント
123.(一社)東銀座エリアマネジメント
131.㈱まちづくり府中
134.(一社)八重洲二丁目北地区ｴﾘｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

1. 札幌大通まちづくり㈱
91. ㈱はこだて西部まちづく Re-Design
110. ふらのまちづくり㈱
127.㈱テシカガタウンラボ 41. ㈱キャッセン大船渡

46. ㈱こうし未来研究所

61. 新潟古町まちづくり㈱

11. 草津まちづくり㈱
17. えきまち長浜㈱
38. ㈱まちづくり大津
56. ㈱みらいもりやま21

51. ㈱PAGE
52. 神戸ハーバーランド
77. NPO法人 わくわく西灘
80. (一社)リバブルシティイニシアティブ
88. ㈱神戸ウォーターフロント開発機構
106.三田地域振興㈱

43. (一社)草薙カルテッド
67. 御伝鷹まちづくり㈱
90. (一社)伊豆長岡温泉エリアマネジメント

64. ㈱テダソチマ
111.(一社)ブルーバード
137.㈱ Discover

3. ㈱飯田まちづくりカンパニー
4. NPO法人 南信州おひさま進歩
5. NPO法人 飯田応援ネットイデア
68. ㈱まちづくり佐久

69. ㈱にぎわい宇部
122. (一社)からまち

26.柳ヶ瀬を楽しいまちにする㈱
50. 多治見まちづくり㈱
108. ㈱OUR FAVORITE CAPITAL
117. 大垣タウンマネジメント
118. ㈱岐阜まち家守
121.一般社団法人多治見市観光協会

78. おかやま未来まちづくり㈱
87. 倉敷まちづくり ㈱
95. (一社)ぷらっと西川

74. ㈱HYAKUSHO

84. NPO法人 かみのやまランドバンク

83. ㈱築切家守舎
100.NPO法人ＳＹＬ
105.福Lab ㈱
107.(一社)KURE-PERS

21. むつまちづくり㈱
82. ㈱まちづくり八戸

97. ㈱こまつ賑わいセンター

101. ㈱大分まちなか倶楽部

115.NPO法人 宇都宮まちづくり推進機構
116.(一社)釜川から育む会

16. ㈱まちづくり東海
39. 栄ミナミまちづくり㈱
40. (一社)TCCM
45. 高蔵寺まちづくり㈱
57. NPO法人岡崎まち育てセンター・りた
58. ㈱まちづくり岡崎
59. ㈱三河家守舎

85. 錦二丁目エリアマネジメント
94. (公財)名古屋まちづくり公社
98. NPO法人志民連いちのみや
103. ㈱城下町PRIDE
104.NPO法人やらまいか人まちサポート
126.㈱Q-NEXT
136.㈱豊橋まちなか活性化センター

113.(一社)天文館みらいマネジメント

109.(一社)八幡東田エリアマネジメント

49. (公財)前橋市まちづくり公社
70. (一社)前橋デザインコミッション
130. UNIT KIRYU㈱

2. ㈱まちづくりとやま
55. ㈱富山市民プラザ

125.(一社) 横浜西口エリアマネジメント

124.桑名エリアマネジメント㈱

25. 桜井まちづくり㈱

119. ㈱まつくる

29. NPO法人 砂山バンマツリ 
30. NPO法人 愛福会
31. ㈱紀州まちづくり舎
32. ㈱sasquatch
33. (一社)みんとしょ
34. ㈱真田堀家守舎

35. ㈱ワカヤマヤモリ舎
36. ㈱宿坊クリエイティブ
37. ユタカ交通㈱
60. (一社)市駅グリーングリーン

プロジェクト
79. (一社)ミチル空間プロジェクト

89. ビーフレンズ㈱
96. (一社)和歌山まちづくり財団
128. ㈱IKOTAS
129. (一社)クリスタルWave
132. ㈱紀泉ふるさと創研
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■桜の馬場 城彩苑（桜の小路）
（熊本県熊本市）

・熊本城復元及び周辺環境整備事業の一環と して、
熊本城に隣接する都市公園区域内に観光交流施
設と一体となった物販飲食施設を整備し、賑わいを
創出

（まち再生出資事業）

■りんご並木商業施設
（長野県飯田市）

・長野県飯田市の中心市街地において、空きビル・空
き家を商業施設として再生させるリニューアル事業。

・中心市街地ならではの路地空間を活かしながら、
オープンテラス等の整備を行い、魅力的な賑わいの
ある交流空間を創出

（まち再生出資事業）

「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりに資する民都機構の金融支援（例）
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【参考】ストリートデザインガイドライン
－居心地が良く歩きたくなる街路づくりの参考書－ （バージョン２．０） 【全体像】

路面上だけでなく、沿道等も含め、
人の視界に入る空間全体
⇒ 「ストリート」と総称

【検討体制】ストリートデザイン懇談会：令和元年8月～令和2年2月に渡り、計7回開催
座長：岸井隆幸氏（日本大学特任教授） 副座長：藤村龍至氏（東京藝術大学准教授）
委員：泉山塁威氏（東京大学助教）、小嶋文氏（埼玉大学准教授）

西村亮彦氏（国士館大学講師）、三浦詩乃氏（横浜国立大学助教）
オブザーバー：東京都、神戸市、姫路市、UR都市機構、警察庁
関係省庁等：国土交通省道路局 事務局：国土交通省都市局

物理的な姿＋活動＋人的資源の
企画・構想、計画、設計、運営管理等

「ストリートデザイン」と総称

○ 様々なプレイヤーのストリートは変えることができるとの意識を育て、広げ 、支え、「Act Now（できること
から、やってみる）」の一助になることを期待。

ガイドライン策定の背景

１章 ストリートを人中心へと改変（リノベーション）する意義と効果

○ 人中心のウォーカブルな公共空間の必要性

○ ストリートを改変することの多面的な効果

○ これからのストリートに向けて

○ ストリートを改変していくプロセス

○ 官民の公共空間を、ウォーカブルな空間へ ⇒ 令和元年「ストリートデザイン懇談会」を設置、ストリート
デザインのポイントとなる考え方を提示。

○ 今後の実例の積み重ねや知見の蓄積を踏まえ、適時、適切に見直しを行っていく。

２章 人中心のストリートを構成する要素

４章 人中心のストリートを支える仕組み

５章 参考文献・事例

３章 人中心のストリートを支える交通環境づくり

○ ストリートの基本的な考え方

○ ストリートの空間配分
○ 行政手続き・意識すべきこと○ ストリートのデザイン・設え
○ ストリートにおけるプレイヤー
○ ストリートにおけるアクティビティ

公共交通・乗用車・貨物車・自転車・

徒歩等で目的地までの移動が行われ

る

アクセス環境整備：人々の乗降や荷さばきのための駐停車等

リンク（通行）機能
人やモノが移動するための機能

プレイス（滞在）機能
多様な活動を繰り広げる場としての機能

立ち止まる・座る・食べる・遊ぶ・買い物を

する・パフォーマンスを行う等の活動が行

われる

【ストリートを構成する２つの機能】

○ 人中心のまちなかに向けた交通環境づくり
○ 自動車交通への対応

○ 荷さばき等の駐停車需要への対応 ○ 関係機関との協議

○ 徒歩や自転車等のスローな交通を包含した交通環境づくり

○ 人中心のストリートへ改変を推進するための各種法律・予算・税制 等

©Norihito Yamauchi

（令和３年５月 都市局・道路局）
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【参考】芝生を活用したまちなか空間の創出ガイドライン
（令和２年３月 都市局）

• 本ガイドラインは、まちなかのパブリック及びセミパブリック空間における芝生・みどりを対象に、地方公共団体や
民間事業者、地域住民等の方々の参考となるように、 「芝生」の意義、効果、造成・管理の主なポイントを解説し
たものです

• 令和元年7月に立ち上げた「まちなか公共空間等における「芝生地の造成・管理」に関する懇談会」で学識経
験者、地方公共団体その他、多くの方々からのご意見を集約し、取りまとめを行いました

本ガイドラインの構成と概要

１．まちなかに芝生・みどりをツクル効果 ２．まちなかの芝生・みどりを持続的にツカウ仕組み

３．まちなかの芝生・みどりをソダテル技術 ４．芝生・みどりを活用してまちづくりにツナゲル事例

“SHIBA（芝）”が創り出すウォーカブルなまちの“CORE(コア)”として、
まちなかに芝生空間を導入することによる、地域活性化や健康増進、コ
ミュニティ形成、防災機能の向上、環境改善効果について紹介しています。

地域の魅力・磁力となる
OPEN空間 出典：豊田市 出典：森ビル株式会社提供

芝生によるストレス軽減効果 管理を通じたコミュニティ形成
出典： 東京都教育委員会

まちなかの芝生・みどりの魅力を維持するためには、それらを持続的にツ
カウ仕組みが必要です。維持管理体制、資金確保、運営といった仕組み
実現のための、様々な工夫の具体例を紹介しています。

出典：平賀ゲスト委員資料（第3回）
地元関係者と芝生管理

出典：藤井ゲスト委員より提供
コストの工夫を行った管理 利用区域を表示して芝生を養生

出典：白井ゲスト委員資料（第１回）

まちなかの芝生を創り、育てる技術的なポイントを、目標とする空間の設
定、計画・設計、管理・運営の段階ごとに紹介しています。

【目標例】魅力度の高い
緻密な芝生空間

全国各地における芝生空間がまちづくりにつながった事例について、紹
介しています。

提供：大阪芸術大学
（木田委員資料（第1回））

踏圧を受ける部分を舗装

出典：中嶋・中嶋ゲスト委員資料（第2回）

仮設芝生の導入で
快適な空間を創出

まちのコアとなる南池袋公園
豊田市の新たな賑わい空間

「とよしば」
鳥取市のまちなか芝生空間

「弥生公園」
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ウォーカブル施策立案に関するツール（国内事例）

まちなかの居心地の良さを測る指標（国土交通省）
◯滞在者や通行者がどのように場を利用しているか【活動】、どのように感じるか【主観】を「居心地の良さの４要素」に分類して計測。
◯エリアビジョン等に応じて、独自に指標項目を選択・追加し、エリア独自の指標を設定。
◯空間や人々の状態を定期的・定点的に調査、可視化し、関係者間の意見交換や合意形成を促進。
◯一部の自治体では都市再生整備計画などで目標を定量化する指標として活用されている。

期待感安らぎ感

安心感

他者との
関わり

自己との
関わり

主観

寛容性

うたた寝や
休憩している

パフォーマンス
等の表現活動

デートや友人同
士で楽しむ活動

子連れでも安心
して過ごせる

ペットを連
れている

ハンディキャップが
あっても安心して
過ごせる

子どもが声を出し
て遊んでいる

緑の中でリフ
レッシュできる

活動の
性質

その場に
滞在したい

行ってみよう
と感じる

滞在者・通行者がどのよう
に感じるか

どのような人々がどこで、
どのような活動をしているか

活動・主観を支える
空間として、どのような
状態となっているか

●㎡、●人 活動

主観

空間の状態

単なる空間（スペース）から居心地の良いまちなか（プレイス）へ！目的・基本的な考え方

▼計測イメージ
ベンチとしてメリーゴーランドが設置され
ており、子どもたちが楽しんでいる

安心感#2：子どもを遊ばせている
寛容性#2：子どもが声を出して遊んでいる
期待感#4：何かに人が群がっている

安心感#2：安心して子どもを遊ばせられる場所だと感じる
寛容性#2：子どもが声を出して遊べる場所だと感じる
期待感#4：人が群がりそうな面白そう・雰囲気の

良いものがある場所だと感じる

活動（調査時に見られる滞在者・通行者の活動）

主観（調査者*が滞在・通行して感じられること）

▼アウトプットのイメージ

「量」だけで捉えるのではなく、「質」を可視化

居心地の良さ確認

安心感の確認
主観

＊

活動

今回調査で活動・主観の点差が2点以上

4.00

4.00

3.40

0 1 2 3 4

安心して赤ちゃんを連れてこられ
る場所だと感じる

安心して子どもを遊ばせられる
場所だと感じる

地域の人など「人の目による防
犯」が行われている安全な場所

だと感じる

1.00

3.40

3.20

0 1 2 3 4

赤ちゃんを連れている人がいる

子どもを遊ばせている

地域の人や警備員など「人の目
による防犯」が行われている

▼居心地の良さの４要素

各要素間
の比較

寛容性の確認
主観 活動

今回調査で活動・主観の点差が2点以上

2.80

4.00

1.00

0 1 2 3 4

気軽に出入りできる場所だと感
じる（沿道建物も含む）

子どもが声を出して遊べる場所
だと感じる

周りを気にせずうたた寝できる
場所だと感じる

3.20

3.80

2.80

0 1 2 3 4

入ること、近づくことをためらわ
ず、その場を利用している

（沿道建物も含む）

子どもが声を出して遊んでいる

うたた寝をしている人がいる

主観と活動の比較 21



ウォーカブル施策立案に関するツール（国内事例）

Walkability Index（日建設計総合研究所）
ある地点から徒歩圏で到達できる範囲に、生活利便施設、商業・レジャー施設、教育・学び施設

といった生活をする上で近くにあって嬉しい「都市のアメニティ」がどれだけ集積しているかを100点満点
で評価。 「住宅向け」と「オフィス向け」で利用するユーザーの属性に応じて、スコアの差を地図上で
可視化することが可能。

住宅を基準としたヒートマップ オフィスを基準としたヒートマップ 出典：日建設計総合研究所HP

ソーシャルヒートマップ（竹中工務店）
SNSなどのつぶやきから、まちに対するひとのポジティブやネガティブな感情をAIが「数値化」「タグ付け」し、まちの魅力を分析。ソーシャル

ヒートマップと人流データを結合することで、まちの潜在的なポテンシャルをより深く分析することも可能。

出典：竹中工務店HP
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ウォーカブル施策立案に関するツール（海外事例）
Walk Score（アメリカ・カナダ※民間主体）
ある地点から歩いて行ける距離に、食事や買い物などの9つのカテゴリに分類した各

施設がどれくらいあるかを100点満点で評価。アメリカとカナダの2,800以上の都市と
10,000以上の地域をランク付けしており、家やアパート探しに活用されている。

Walk EJD スコア（メルボルン※民間主体）
歩いて行ける範囲にオフィスがどれくらい集積している

かを示すスコア。 Walk EJD スコアが高い区域は、労
働生産性が高い傾向にあることが確認されており、生
産性の高い企業がどこに拠点を置きたいかを適切に予
測する指標として活用されている。

出典：SGS Economics & Planning

出典：Walk Score
人口20万人以上の都市のWalk Score

メルボルンのCBDのWalk EJD スコア

Cultural and Creative Cities Monitor
（ヨーロッパ※公共主体）

映画館の座席数や観光客の宿泊日数など、
都市のハードとソフトの両側面から、都市の文化
的・創造的活力を測定。ヨーロッパの29か国
196地域をカバーしており、カテゴリ毎に類似地
域と比較し、地域の強みを特定することが可能
であり、国や地方自治体の政策立案に寄与して
いる。

パリとローマのカテゴリ毎のスコア比較

出典：European Commission 23



２．今後のウォーカブル政策の方向性①
（歩行者空間化のさらなる進展）



歩行者空間化と合わせた周辺交通のマネジメント（大阪）

■タクシー乗り場・道路を広場化する
３日間の社会実験（H28）

■なんば広場の先行オープン（R5）■整備前:車スペースが大部分

○ なんば駅前では、社会実験も踏まえながら、空間を車中心から人中心に変える官民の取組が進み、広場の開業に至った。
○ 併せて、広場に接続する道路（なんさん南北通り）について、交通規制・荷捌き機能再編と、建物一階部分の用途制限（店舗

のみに限定）等により、なんば広場と一体となった質の高い歩行者空間を確保。

用途制限等
なんさん南北通り建築協定 概要（抜粋）
【敷地・位置】

なんさん南北通り（なんさん通りのうち、難波中２交差点より北に延伸する通り）に面する部分は自
動車の出入口（荷物の搬入・荷捌きを目的として設けるものを除く。）を設けないものとする。

【用途】
次に掲げる用途を禁止
 ・１階のなんさん南北通りに面する部分を自動車車庫（荷物の搬入・荷捌きを目的として設けるも

のを除く）、事務所、住宅、 共同住宅、寄宿舎又は下宿の用途に供するもの。
等

交通規制・荷捌き機能再編
なんば広場

なんさん南北通り

25出典：大阪市HP、なんさん南北通り建築協定運営委員会



○ シドニー中心部のGeorge Streetでは、2019年にライトレール（LRT）を導入。さらに、2022年には約780mの区間を自動車
禁止区域に設定し、約9,000㎡の新しい歩行者空間を創出した。

○ 宇都宮市では、まちを東西に走るLRTの導入とバス路線の再編により公共交通の利便性を向上。併せて駅周辺地区についても、
ウォーカブルな空間を目指して整備を進める。

歩行者空間
（約780m）

George Streetにおける歩行者空間の創出
• LRTの導入に加えて、2022年の歩行者空間の完成に合わせて、屋外ベンチや屋

外ダイニングの設置を行う等、滞在快適性の向上に取り組んでいる。

出典：ニューサウスウェールズ州HP ”George Street –Plave to Love Study : 
City of Sidney-”

ライトレール導入前
ライトレール導入および
歩行者空間整備後

歩行者空間整備後の沿道店舗の様子

出典）Destination NSW

ウォーカブル政策と公共交通政策との連携（シドニー/宇都宮）

宇都宮市におけるLRT導入とバス路線の再編
• LRTの導入と合わせて、LRTのルートと重なるバス路線の一部を

郊外部などに割り振ることで、バスネットワークを充実。

出典 ライトライン公式ポータルサイト、宇都宮市HP

※運行内容については令和６年４月時点
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ウォーカブル推進のための駐車場配置のマネジメント（熊本）

出典：熊本市資料

■路外駐車場配置等基準のイメージ

○ 熊本市では、「だれもが移動しやすく歩いて楽しめるまち」の実現に向けて、駐車場の量や配置等を適正化し、これからのまちづくりに
活かすため、まちなか駐車場適正化計画を策定。

○ 計画に基づき、都市再生特別措置法に基づく小規模駐車場※届出条例を制定（R4.10.1施行）し、路外駐車場配置等基準との
適合性を確認することで、歩行者の安全性に配慮した駐車場の整備を促進し、誰もが安心して訪れられる環境の形成を図っている。
※ 50㎡以上の駐車場を対象。

滞在快適性等
向上区域

将来像
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抜本的な交通規制による歩行者空間化（パリ）

○ パリでは、徒歩または自転車15分圏内で生活可能な「15分都市（15-Minute City）」という構想をもとに、「広場を改革しよ
う！（Réinventons nos places!）」、「息をするパリ（Paris Respire）」等の計画に基づき、歩行者空間の充実化・快適性の
向上を図っている。
①自動車の交通量が多く、歩行者や自転車の移動が困難な広場の道路を歩道・自転車ゾーンに転換。
②大気汚染や騒音の解消を目標に掲げ、車両通行規制エリア（ZTL）の設定により歩行者空間を拡充。

「広場を改革しよう！
（Réinventons nos places!）」

• パリ中心部では、エリアごとに異なる日程
でZTLを設けており、該当日は午前11時
から午後6時までの間は車両の通行を禁
止。
例えば、シャンゼリゼ通りなどがある水色の
区間では、毎月第1日曜日は車両通行
を禁止し、歩行者天国としている。

• ただし、緊急車両や公共交通機関、エリ
ア内に目的地がある車両等は走行速度
20km以下で通行を許可。

「息をするパリ（Paris Respire）」

パリ中心地のZTL（左）、歩行者天国のシャンゼリゼ通り（右）

• バスティーユ広場にて、25,000㎡の
道路を歩道・自転車ゾーンに転換

通年
夏季

第1日曜日

出典：パリ市HP

「１５分都市」のイメージ 整備前 整備後

出典：franceinfo,Paris – La place de la Bastille fermée à la circulation cemardi après-midi, 
https://france3-regions.francetvinfo.fr/paris-iledefrance/paris/paris-place-bastille-fermee-
circulation-ce-mardi-apresmidi-1700084.html, Accessed Apr.2020 28



抜本的な交通規制による歩行者空間化・緑化（バルセロナ）

出典：Mark Nieuwenhuijsen, et al. “The Superblock model: A review of an innovative urban model for sustainability, liveability, health and 
well-being”, Environmental Research, vol. 25, Part 1

スーパーブロックモデル

一般的な街区 スーパーブロックモデル

• スーパーブロック内には、公園やベンチなどの滞在快適向上に資する
施設・設備も整備がなされている。

• また、近隣住民によって音楽やアートイベントも開催される等、「社
会的空間（ソーシャルスペース）」としての活用も広がっている。

コンセル・デ・セント通り
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○ バルセロナでは、3×3の9ブロックを1つの大きなブロック（スーパーブロック）と見立て、ブロック内では歩行者を優先させる「スーパーブ
ロック・プロジェクト」が進められている。

○ ブロック内の街路では、歩行者以外に地域内住民の自動車や緊急車両等の走行は許可されているが、車線は1車線のみであり、
時速10km以下、かつ、２ブロック以上直進できないという制限を設ける等の規制が敷かれている。

○ スーパーブロック・プロジェクトに取り組むエリアの一つである、コンセル・デ・セント通りでは58,000m²の公共スペースが創出され、さらに
緑地面積については整備前と比較して12倍になった。



路地に着目した歩行者空間化（オークランド）

Queen Street Valleyにおけるエリア区分路地（歩行者優先区域）の状況
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出典：山口敬太氏 提供

O'Connell Street

Queens Street

○ オークランド中心部のQueen Street Valleyでは、大通りから中に入った小さな路地を歩行者優先区域とし、車両の通行規制を
行うとともに、屋外レストランやベンチの整備等、人々の滞在快適性の向上を図っている。

○ 路地における歩行者空間化の実績をもとに、これを大きく拡張・展開させる街路マスタープラン「City Centre Masterplan 2020」
を策定し、ライトレールの導入や中心市街地への「ゼロ排出エリア（Zero Emission Area，ZEA）」の導入が掲げられた。

出典： Auckland Council  “City Centre Masterplan 2020”

歩行者優先区域
公共交通機関優先区域
大通り（ライトレール走行）
公園・リニアパーク
一般車両用道路

歩行者優先区域での取り組み
• 車両通行規制
• エリア内への配送車両のためのスペース確保
• 全ての人のアクセシビリティの向上

ゼロ排出エリア



民有地も活用した歩行者空間化（東京/佐賀）

民有地を活用した「路地の公園化」
（Slit Park YURAKUCHO）

民有地を活用した「屋根のある街」
（サガハツ）

• L字型の細い路地は民有地であるがゆえの自由度から周
辺のワーカーや来街者などさまざまな属性の人の交流が
可能な場にリニューアル。

• 仲通りから新国際ビルを貫通して大名小路へと連続的に
繋がる空間が短期的な社会実験としてではなく、恒常的
な公共空間として実現している。

• 高架下空間を飲食店や物販が並ぶ商業施設であり公共的
な性質も持つ施設にリニューアル。

• 施設は半屋外と屋内の２つのゾーンで構成され、街を構成す
るメインストリート、路地、側道、広場などを高架下にインス
トールし、周辺エリアとシームレスにつなげることで、新たな街の
結節点とした。

31

○ 公有地だけでなく、民有地においても誰もが利用できる空間を創出することで、ウォーカブルなまちの実現に大きく寄与。
○ 公有地と民有地を一体的に整備することで、更なる空間の質の向上が望めるほか、公開空地等の民有地は土地所有者の裁量が

大きいため、より柔軟な活用が期待される。

提供：OpenA 提供：OpenA
撮影：ハレノヒ 笠原 徹
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３．今後のウォーカブル政策の方向性②
（目的と仕掛けの多様化）



ウォーカブルの目的としてのイノベーション

出典：山村委員提供資料

出典：The Rise of Innovation Districts(Brookings Institution, 2014)に基づき国土交通省都市局作成
都市の多様性とイノベーションの創出に関する懇談会 事務局資料

○ これまでのウォーカブル政策の目的には、人間中心の豊かな生活の実現と合わせて、イノベーションの創出を設定している。
○ 引き続き、イノベーション創出の観点からも、単に「まちなか」に多様な人材を集めるだけではなく、ワーカーのオフィス環境や周辺でリフ

レッシュできる空間、アーバンアメニティ等が充実したエリアを形成することが必要。

うめきた公園に隣接するイノベーション施設「JAM BASE」
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出典：シドニー市HP “Greening Sydney strategy”

ウォーカブルの推進におけるウェルビーイングの視点（シドニー/ロンドン）

メンタルヘルスを目的とした事例
（Greening Sydney Strategy）

• シドニーでは、身体的な健康増進や暑熱対策といった目
的とともに、メンタルヘルスを向上させる手段として都市の緑
化を位置づけ、取組を推進。

■Healthy Streetsの10の指標 ■歩くことでの健康増進効果（費用削減、
リスクの低下）を定量的に表示

出典：ロンドン市交通局（TfL） “Healthy Streets”,” Healthy Streets for London”

健康増進を目的とした事例
(Healthy Streets for London)

• ロンドンでは、市民の健康増進をはじめ、大気汚染と騒音
公害の抑制等を目的に、Healthy Streets Approach
が導入され、市民が車の使用を減らし、徒歩、自転車、公
共交通機関の使用を増やす取組が行われている。

○ シドニーやロンドンなど、海外のウォーカブル政策では、メンタルヘルスや身体的な健康増進の観点を重視している。
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文化芸術を通じたエリアの滞在性・回遊性の向上（六本木）

アート鑑賞を目的とした六本木のまちなかの回遊促進
• 六本木ヒルズ、東京ミッドタウン、国立新美術館、六本木商店街等を中心と
した、六本木地区の協力施設や公共スペースにおいて、アート展示やプログラ
ム開催を実施し、来訪者のまちなか回遊を促進

RAN Picks
• 六本木アートナイトが注目する国内外で活躍するアーティストを6組
選出し、作品の展示やパレードの開催を行う。

RAN Focus
• 第1回目の2024年は台湾のアート
にフォーカスし、台湾当代文化実験
場＊ のキュレーションにより7組の
アーティストによるインスタレーション、
ライト・アート、映像、パフォーマンス
等を紹介。

＊台北で2018年に設立された台湾文化部傘下の機関により企画運営されるアートセンター

○ 「六本木アートナイト」（2009～）では、生活の中でアートを楽しむという新しいライフスタイルの提案と、大都市東京における
まちづくりの先駆的なモデル創出を目的に、現代アート、デザイン、音楽、映像、パフォーマンス等の多様な作品をまちなかに点在させ、
街全体を美術館に見立てる「都市とアートとミライのお祭り」を毎年開催している。

〇 自治体（東京都、港区）と地域内の文化・商業施設により構成される六本木アートナイト実行委員会（国立新美術館、サント
リー美術館、東京ミッドタウン、森美術館、森ビル等）が協力して主催している。

〇 13回目を迎える2024年には、注目する国内外のアーティストを選出し各所で展示する「RAN Picks」、および開催回ごとにさまざま
な国や地域のアートに注目・紹介する「RAN Focus」という2つのプログラムを新設した。
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▲アーティスト名：アトリエ シス
作品名 ：エフェメラルコレクション
©六本木アートナイト実行委員会

▼アーティスト名：ツァイ&ヨシカワ
作品名 ：豊穣の宝石 - Reflection
©六本木アートナイト実行委員会



•八戸市美術館内に、誰でも無料で利用できる「ジャイアントルーム」を設置し一般に開放。
•美術館や屋外広場を含むサードプレイスとなる場所を中心市街地に集積。公共交通からの徒歩でのアクセスを可能にし、
目的地の創出とそれへのアクセスのしやすさを担保している。
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八戸市中心市街地の都市デザイン

市庁から500m

文化施設やストリートアートの活用による都市の魅力の向上（八戸市）

○ 八戸市では、だれでも利用できるスペースを有する美術館等、サードプレイスとなりうる施設を中心市街地に集積し、それらへの徒歩
でのアクセスを可能にしている。

出典：八戸市資料、山下裕子、岡田潤 「アートと都市と公共空間」HP

八戸美術館

美術館ひろば

ジャイアントルーム

マチニワ・ナイトマーケット

サード
プレイス
のコア

横丁文化（たぬき小路）
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文化施設やストリートアートの活用による都市の魅力の向上（メルボルン）

○ メルボルンの路地裏にはカラフルな壁画やステンシルアート等のストリートアートが数多くあり、来訪者がそれらの作品を巡ることで、市
内の回遊促進に繋がっている。

メルボルンの路地裏に存在するストリートアート
•2000年頃から市内の至る所にストリートアートが広がってきた。
•ストリートアートが都市の風景に変化を与え続け、現在もこれらの作品を巡るガイドツアーの参加者は年間約4万人に上る。

出典：メルボルン市HP

Drewery Lane

Blender Lane

Guildford Lane

Presgrave Place

Tattersalls Lane

Hoiser Lane

Duckboard Place

AC／DC Lane



ウォーカブルな空間づくりと気候変動対策（コペンハーゲン）
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出典：Cycling Embassy of Denmark HP, Copenhagen “The City of Copenhagen’s Bicycle Strategy 2011-2025”,

バイシクル・スネイク（自転車専用の高架橋）

車道と同じサイズの
自転車専用レーン

「コペンハーゲン2025年気候計画」
自転車活用を柱として位置付け

街路の緑化等により、雨水を保持しやすい道路に
• 2010年～2011年の豪雨での冠水被害を受けて、コペンハーゲ

ン市では広場や道路空間を再編。車道を減少させ、雨水を保水
しやすい緑地を整備するなどにより、ウォーカブルな空間を創出す
るとともに、気候変動への適応を両立させた。

出典：コペンハーゲン市HP “Cloudburst Management Plan 2012”

〇 コペンハーゲンでは、2025年までのカーボンニュートラル達成を目指す「コペンハーゲン2025年気候計画」を設定するとともに、「世界
でも最良の自転車都市」になるというビジョンを掲げ、自転車の活用や道路の緑化を推進している。



まちなかにおける居心地の良い自然環境の創出（神戸/アムステルダム/シアトル）

リジェネラティブ・シティLiving Nature Kobe（神戸市）

Naturalistic Landscaping Floral Installation

GREEN COMMONS

GREEN MARKET

出典：神戸市

• 単調な景観にならないよう、瞬間的な「自然の景」と年月をか
ける「自然の景」という２つのアプローチを組み合わせ、再整備
が進む都心・三宮を中心に、季節の変化や自然の心地よさを
感じる美しい風景の創出を広げている。

• 「人と自然が共にいきる豊かさを大切にする」という価値観に共
感するコミュニティを育成している。

三宮の再整備（東遊園地）

○ 単に 「人中心」の空間づくりにとどまらず、道路や公園の緑地部分を、より自然な環境に近づける「人と自然環境との共生」という視
点での取組も始まっている。
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• 環境負荷をできるだけ低減し、その状態を持続可能に
することを目指す「サスティナブル（持続可能）」に対
し、自然環境が本来もつ生命力を取り戻すことで再生
につなげていくことを目指す「リジェネラティブ（再生可
能）」という視点

アムステルダム
「マリンテレイン」
海軍造船所を保全・活用したイノ
ベーション特区
様々な都市課題解決を目指し、
実際の都市空間を用いて実証実
験を行っている。

シアトル
「セントラル・ウォーターフロント」
街と水辺を分断していた高架道路を老
朽化に伴い撤去。
新たに生まれた歩行者空間は水辺空
間とともに自然生態系の復元に向けた
取組が進められている。

出典：マリンテレインHP



アーバンデザインを軸にしたウォーカブルの総合的展開（前橋）

馬場川通り ※令和６年４月まちびらき
まちなかに憩いを生む公共空間の形成
通り全体が水や緑に接することができる
よう川に親水デッキとベンチ・テーブルを設
置。歩道・車道の段差をなくし、かつて
前橋の街並みを構成していた伝統的な
レンガ舗装で統一することで空間の拡が
りとともに歩行性の向上を実現。

整備前 整備後

前橋アーバンデザインで示された
「まちづくりの方向性」

アーバンデザインをもとに市内で進む官民による様々な取組

水辺空間の利活用
中心市街地を流れる広瀬川の水辺空間を利活用し、
人が滞留することができる河川環境の整備を通じた商業
エリアの活性化を検討。

リノベーションによる新たな価値の創造
300年の歴史を誇る白井屋旅館の建物をリノベーションし、
前橋のまちなかに新たなアートと食文化の発信の場を形成

白井屋ホテル ※令和２年12月開業広瀬川河畔

整備イメージ
現況

道路空間の利活用
人が滞留し、歩行者が回遊
し、沿道建物が活性化するよう
な、道路空間の利活用と沿道
の土地・建物の改善策を検
討。

駅前けやき並木通り

○ 魅力的な街の将来像を具体的に可視化するために前橋アーバンデザインを策定。官民でビジョンを共有することで、まちづくり活動を
ひとつの方向に集約し、様々な民間の取組を促すことで、実現したい方向性や取組が多様化・総合化。
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① 令和２年からの「居心地が良く歩きたくなる」まちなかづくりに関連する政策の成果と課題は何か。今後どのようなエリ
アで進めていくべきか。

② 多様な人々の滞在と交流を促進し、イノベーションの創出やコミュニティの形成が進むことで地域課題の解決や新たな
価値の創造の実現を目指すウォーカブル政策の方向性は今後どうあるべきか。現行の政策に足りない視点や価値観
（ウェルビーイング、インクルージョン等）はあるか。

③ 滞在時間や回遊性の向上のために必要となる場所及び要素として不足しているものは何か。また、関連制度の改善
点は何か。

④ 今後、ウォーカブル政策により積極的に取り入れることでエリア価値の中長期的な向上に資する要素や取組（歴史・
文化、アート、環境、子育て・教育、健康・医療・介護等）は何か。その評価指標はどうあるべきか。関連施策との
連携や普及促進策、関係者の相互理解を進めるにはどうすべきか。

⑤ ウォーカビリティの向上に求められる交通政策等他の施策との連携や駐車場等の交通施設の配置はどうあるべきか。

⑥ 効果が定量化しづらい街路空間整備や交通施策等の取組に対して、どのようなロジック及び手法で資金調達や投
資回収を考えるべきか。

⑦ 公共空間の更なる活用、民地の公共空間化など、パブリックスペースにおける魅力的な都市生活の創出に当たって、
行政と民間事業者や地域住民、土地所有者はどのように関わっていくべきか。 

本日、ご議論いただきたい事項の例（第３回）

41


